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図 5 人工衛星の管理に係る許可に関する各種申請フロー（2/2） 
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 申請書等に関する使用言語  

 
 

人工衛星等の打上げに係る許可を受けようとする者は様式第 1、人工衛星の打上げ用ロケ

ットの型式認定を受けようとする者は様式第 9、打上げ施設の適合認定を受けようとする者

は様式第 13、人工衛星の管理に係る許可を受けようとする者は様式第 17の申請書に、必要

な書類を添付して提出する必要があります。 

各申請書の記載事項及び記載要領は 3.1.1項、4.1.1項、5.1.1項及び 6.1.1項に、必要

な添付書類については 3.1.2項、4.1.2項、5.1.2項及び 6.1.2項に示しています。申請書

の記載例については第 7章を参照してください。 

なお、申請書は日本語で作成する必要がありますが、住所、氏名又は名称及び連絡先につ

いては、外国語で記載することができます。また、申請書の添付書類については、日本語又

は英語で記載されたものに限ります。英語の場合は日本語による翻訳文を添付してくださ

い。特別の事情で申請書に添付する書類が日本語又は英語で提出できない場合は、その他の

言語で記載された書類に、日本語による翻訳文を添付することにより、提出することも可能

です。 

  

【申請書等に関する使用言語】 

規則第三十七条（書面の用語等） 

この府令に規定する申請書及び届出書は、日本語で作成しなければならない。ただし、

住所、氏名又は名称及び連絡先については、外国語で記載することができる。 

２ この府令に規定する申請書及び届出書に添える書類は、日本語又は英語で記載された

ものに限る。ただし、英語で記載されたものであるときは、その日本語による翻訳文を

提出しなければならない。 

３ 特別の事情により、前項の書類が同項に定める言語で提出することができない場合は、

同項の規定にかかわらず、その日本語による翻訳文を添えて提出することができる。 
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 人工衛星等の打上げに係る許可関係  

 
人工衛星等の打上げに係る許可を受けたならば、その旨の通知が行われ、人工衛星等の打

上げ許可証が交付されます。当該許可証の交付を郵送にて希望する場合は、日本産業規格 A4

が入る返信用封筒に郵送先を記載し、簡易書留に必要な切手を貼付けた上で、事前に事務局

に提出してください。なお、当該許可証は、偽造等を防止するため、ウェブサイト等による

公開はしないでください。 

また、許可を受けた場合であっても、損害賠償担保措置を講じていなければ、人工衛星等

の打上げを行ってはなりません。損害賠償担保措置については、「人工衛星等の打上げ及び

人工衛星の管理に関する法律に基づく第三者損害賠償制度に関するガイドライン」を参照

してください。 

 

 許可申請書  

 申請書の記載事項及び記載要領  

人工衛星等の打上げに係る許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請

書（様式第 1）を提出してください。 

なお、他機関へ提出している書類等に以下の内容が記載されている場合は、該当箇所を示

すことで当該書類を添付書類として活用することも可能です。 

 

【人工衛星等の打上げに係る許可等】 

法第四条（許可） 

国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設を

用いて人工衛星等の打上げを行おうとする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受け

なければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書に内閣府令で定める書類を添えて、これを内閣総理大臣に提出しなけ

ればならない。 

 

規則第五条（人工衛星等の打上げに係る許可の申請等） 

法第四条第一項の許可を受けようとする者は、様式第一による申請書を内閣総理大臣

に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 
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これらに関する記載要領について、項目ごとに以下に示します。 

 

 
○ 人工衛星等の打上げを行おうとする者が個人の場合： 

・住民票に記載された氏名及び住所を記載してください。 

・外国人の場合は、当該外国政府の発行した書類やこれに準ずる書類に記載された住所

及び氏名を記載してください。 

 

○ 人工衛星等の打上げを行おうとする者が法人の場合： 

・登記事項証明書に記載された法人名及び住所を記載してください。 

・外国法人の場合は、当該外国政府又は権限のある国際機関の発行した書類その他これ

に準ずるもので、当該法人の名称及び本店又は主たる事務所の住所を記載してくだ

さい。 

 

連絡先については、郵便物の受け取りが可能な、住所、氏名又は、法人名、担当部署、担

当者名等に加え、電話番号及び電子メールアドレスを記載してください。なお、連絡先につ

いては 3.3.項の変更手続きの対象外です。 

 

 
人工衛星の打上げ用ロケットの型式認定を受けたロケットでない場合は、様式第 1 の別

紙 1に人工衛星の打上げ用ロケットの設計を記載してください。 

型式認定を受けたロケットを用いる場合は、型式認定番号を記載してください。この場合

① 住所、氏名又は名称、連絡先 

② 人工衛星の打上げ用ロケットの設計又は型式認定番号 

③ 打上げ施設の場所、構造及び設備又は適合認定番号 

④ ロケット打上げ計画 

⑤ 人工衛星の打上げ用ロケットの型式、機体の名称及び号機番号 

⑥ 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の数並びにそれぞれの人工衛星の

名称、利用の目的及び方法 

⑦ 人工衛星等の打上げに係る業務を行う役員又は使用人の氏名（申請者が法人の場合） 

⑦⑧ 人工衛星等の打上げに係る業務を行う使用人の氏名 

⑧⑨ 法第五条に定める欠格事由の該当有無 

① 住所、氏名又は名称、連絡先 

 

② 人工衛星の打上げ用ロケットの設計又は型式認定番号 
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において、様式第 1の別紙 1を提出する必要はありません。 

 

 
打上げ施設の適合認定を受けた打上げ施設でない場合は、様式第 1 の別紙 2 に打上げ施

設の場所、構造及び設備を記載してください。 

適合認定を受けた打上げ施設を用いる場合は、適合認定番号を記載してください。この場

合において、様式第 1の別紙 2を添付する必要はありません。 

 

 
「人工衛星等の打上げに係る許可に関するガイドライン」第 6章を参考として、様式第 1

の別紙 3に必要事項を記載してください。 

 

 

・ 「ロケットの型式」 

ロケットの型式とは、機体形態の違い（補助ブースターの有無等）を考慮しない、ロケ

ットの型式を指す名称をいいます。 

例えば、現行のロケットでは、H-IIAロケット、イプシロンロケット等がロケットの型

式にあたります。 

なお、公序良俗に反さない名称や商標権の侵害にあたらない名称である必要がありま

す。 

 

・ 「機体の名称」 

機体の名称とは、機体形態の別により異なる名称のことを指します。 

例えば、H-IIAロケットでは、H2A202型、H2A204型等が機体の名称にあたります。 

なお、公序良俗に反さない名称や商標権の侵害にあたらない名称である必要がありま

す。 

 

・ 「号機番号」 

号機番号には、同一型式のロケットに対して、重複がないよう番号やアルファベット等

を付与してください。 

 

③ 打上げ施設の場所、構造及び設備又は適合認定番号 

④ ロケット打上げ計画 

⑤ 人工衛星の打上げ用ロケットの型式、機体の名称及び号機番号 
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・ 「人工衛星の数」 

人工衛星の打上げ用ロケットに搭載を予定している人工衛星の数を記載してください。 

なお、直接分離する人工衛星だけでなく、直接分離する人工衛星から間接的な手段によ

り放出される人工衛星についても示してください。例えば直接分離する人工衛星によっ

て輸送され、国際宇宙ステーションから放出される小型人工衛星はこれに相当します。 

 

・ 「人工衛星の名称」 

人工衛星の打上げ用ロケットに搭載を予定しているそれぞれの人工衛星の名称を記載

してください。 

なお、公序良俗に反さない名称や商標権の侵害にあたらない名称である必要がありま

す。 

 

・ 「利用の目的及び方法」 

本マニュアル 6.1.1 項⑤を参照し、人工衛星の打上げ用ロケットに搭載を予定してい

るそれぞれの人工衛星の利用の目的及び方法を記載してください。 

なお、申請時点ではダミーマスへの置き換えが想定される場合、あらかじめその旨を記

載し、置き換えが確定した際には届出を行ってください。あらかじめ記載せずにダミーマ

スへの置き換えが生じる場合には、変更の許可を受ける必要があります。 

 

 

役員又は使用人の住民票に記載された氏名を記載してください申請者が個人の場合は記

載不要です。 

申請者が法人の場合は、役員及び使用人の住民票に記載された氏名及び住所を記載して

ください。 

なお、使用人とは、申請者の使用人であって、人工衛星等の打上げに係る業務に関する権

限及び責任を有する者をいいます（規則第 6条）。例えば、打上げ業務を所管する部門の長

などが該当します。 

 

 

使用人の住民票に記載された氏名を記載してください。 

なお、使用人とは、申請者の使用人であって、人工衛星等の打上げに係る業務に関する権

⑥ 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の数並びにそれぞれの人工衛星の

名称、利用の目的及び方法 

 

⑦ 人工衛星等の打上げに係る業務を行う役員又は使用人の氏名（申請者が法人の場合） 

⑧ 人工衛星等の打上げに係る業務を行う使用人の氏名 
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限及び責任を有する者をいいます（規則第 6条）。例えば、打上げ業務を所管する部門の長

などが該当します。 

 

 

以下のいずれかに該当する者は、人工衛星等の打上げに係る許可を受けることができま

せん。チェック欄に該当の有無をチェックしてください。 

 

 

 

  

⑨ 法第五条に定める欠格事由の該当有無 

法第五条（欠格事由） 

次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の許可を受けることができない。 

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに相当する外国（本邦の域外に

ある国又は地域をいう。以下同じ。）の法令の規定に違反し、罰金以上の刑（これに相

当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなった日から三年を経過しない者 

二 第十二条（許可の取消し）の規定により許可を取り消され、その取消しの日から三

年を経過しない者 

三 成年被後見人又は外国の法令上これと同様に取り扱われている者心身の故障により

人工衛星等の打上げを適正に行うことができない者として内閣府令で定めるもの 

四 法人であって、その業務を行う役員又は内閣府令で定める使用人のうちに前三号の

いずれかに該当する者があるもの 

五 個人であって、その内閣府令で定める使用人のうちに第一号から第三号までのいず

れかに該当する者があるもの 

 

規則第五条の二（心身の故障により人工衛星等の打上げを適正に行うことができない者）

法第五条第三号の内閣府令で定めるものは、精神の機能の障害により人工衛星 
等の打上げを適正に行うに当たって必要な認知、判断および意思疎通を適切に行 
うことができない者とする。 
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 添付書類  

人工衛星等の打上げに係る許可を受けようとする場合、3.1.1項に示す申請書に、以下に

示す書類を添えて提出する必要があります（規則第 5条第 2項）。 

 

 

これらの書類について、項目ごとに以下に説明します。 

 

 

○ 申請者が個人である場合は、次に掲げる書類 

1） 住民票の写し又はこれに代わる書類 

本籍の記載のあるものに限ります。外国人にあっては、住民基本台帳法（昭和 42

年法律第 81号）第 30条の 45に規定する国籍等の記載のあるものに限ります。 

2） 使用人に係る次に掲げる書類 

住民票の写し又はこれに代わる書類 

 

○ 申請者が法人である場合は、次に掲げる書類 

1） 定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの 

外国法人においては、当該外国政府又は権限のある国際機関の発行した書類その

他これに準ずるもので、当該法人の名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載

があるものを提出してください。 

2） 法第 5条第 4号に定める役員及び使用人に係る次に掲げる書類 

住民票の写し又はこれに代わる書類 

 

 

○ 型式認定あり、かつ、適合認定ありの場合 

Ⅰ 申請者に係る書類該当書類無し 

 

○ 型式認定あり、かつ、適合認定なしの場合 

Ⅰ 申請者に係る書類 

Ⅱ 適合認定を受けていない打上げ施設に必要な書類 

 

○ 型式認定なし、かつ、適合認定なしの場合 

Ⅰ 申請者に係る書類 

Ⅱ 適合認定を受けていない打上げ施設に必要な書類 

ⅡⅢ 型式認定を受けていない人工衛星の打上げ用ロケットに必要な書類 

Ⅰ 申請者に係る書類 
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1） 打上げ施設が型式別施設安全基準に適合していることを証する書類 

本マニュアル 5.1.2項②を参照してください。 

2） 飛行中断措置その他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の

周辺の安全を確保する方法を記載した書類（打上げ施設関係） 

本マニュアル 5.1.1項⑥を参照してください。 

3） 人工衛星の打上げ用ロケットと打上げ施設の適合性を確保する技術的条件及びそ

の条件に適合していることを明らかにする書類（打上げ施設関係） 

本マニュアル 5.1.2項③を参照してください。 

 

 

1） 人工衛星の打上げ用ロケットの設計がロケット安全基準に適合していることを証

する書類 

本マニュアル 4.1.2項②を参照してください。 

2） 飛行中断措置その他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の

周辺の安全を確保する方法を記載した書類（ロケット関係） 

本マニュアル 4.1.1項③を参照してください。 

3） 人工衛星の打上げ用ロケットと打上げ施設の適合性を確保する技術的条件を記載

した書類（ロケット関係） 

本マニュアル 4.1.1項④を参照してください。 

4） 人工衛星の打上げ用ロケットの飛行実績又は試験結果を記載した書類 

本マニュアル 4.1.2項③を参照してください。 

5） 人工衛星の打上げ用ロケットの信頼性の評価結果を記載した書類 

本マニュアル 4.1.2項④を参照してください。 

6） 人工衛星の打上げ用ロケットが設計に合致していることの確認方法を記載した書

類 

本マニュアル 4.1.2項⑤を参照してください。 

 

 宇宙物体登録の届出  

人工衛星等の打上げを終えた後、打上げ実施者であった者は、上段部や衛星支持構造物等

を軌道上に投入した場合は宇宙物体登録の手続きが必要です。詳細は「宇宙物体登録に係る

届出マニュアル」を参照してください。 

ⅠⅡ 適合認定を受けていない打上げ施設に必要な書類 

ⅡⅢ 型式認定を受けていない人工衛星の打上げ用ロケットに必要な書類 
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 許可の変更関係  

 
申請書類に記載した内容に変更が生じる場合は、変更する項目や変更の程度に応じて以

下の変更の許可の申請又は届出のいずれかを行う必要があります。許可の申請、届出の対象

や具体的な例については、「人工衛星等の打上げに係る許可に関するガイドライン」第 7章

を参照してください。 

 

 

【人工衛星等の打上げに係る許可等】 

法第七条（変更の許可等） 

第四条第一項の許可を受けた者（以下「打上げ実施者」という。）は、同条第二項第二

号から第五号までに掲げる事項を変更しようとするとき（ロケット安全基準の変更があ

った場合において当該許可に係る人工衛星の打上げ用ロケットの設計がロケット安全基

準に適合しなくなったとき及び型式別施設安全基準に変更があった場合において当該許

可に係る打上げ施設が型式別施設安全基準に適合しなくなったときを含む。）は、内閣府

令で定めるところにより、内閣総理大臣の許可を受けなければならない。ただし、内閣

府令で定める軽微な変更については、この限りでない。 

２ 打上げ実施者は、第四条第二項第一号若しくは第六号に掲げる事項に変更があったと

き又は前項ただし書の内閣府令で定める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を

内閣総理大臣に届け出なければならない。 

３ 前条の規定は、第一項の許可について準用する。 

 

規則第九条（変更の許可の申請等） 

打上げ実施者は、法第四条第二項第二号から第五号までに掲げる事項を変更しようと

するときは、様式第三による申請書に、第五条第二項第二号及び第三号に掲げる書類の

うち当該変更事項に係る書類及び当該人工衛星等の打上げに係る同条第四項の許可証の

写しを添えて、内閣総理大臣に提出し、そのの変更の許可を受けなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、法第七条第一項の変更の許可をしたときは、打上げ実施者に対し、

その旨を通知するとともに、当該人工衛星等の打上げに係る第五条第四項の許可証を返

納させた上で、様式第二による許可証を再交付するものとする。 

３ 法第七条第一項ただし書の内閣府令で定める軽微な変更は、法第四条第二項第二号か

ら第五号までに掲げる事項の実質的な変更を伴わないものとする。 

４ 打上げ実施者は、法第七条第二項の規定による届出をしようとするときは、様式第四

による届出書に、変更事項に係る書類及び当該人工衛星等の打上げに係る第五条第四項

の許可証の写しを添えて、内閣総理大臣に提出しなければならない。 
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 変更の許可の申請  

次の事項のうち、いずれかを変更しようとするときは、実質的な変更を伴わないものを除

き、変更の許可の申請が必要です。 

・ 人工衛星の打上げ用ロケットの設計又は型式認定番号 

・ 打上げ施設の場所、構造及び設備又は適合認定番号 

・ ロケット打上げ計画 

・ 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の数並びにそれぞれの人工衛星

の利用の目的及び方法 

 

変更の許可の申請には、以下に示す書類を提出する必要があります（規則第 9条第 1項）。 

 

1） 変更の許可申請書 

変更に係る事項を記載した申請書（様式第 3）を提出してください。 

2） 当該変更事項に係る書類 

3.1.2項ⅠⅡ及びⅡⅢの各書類のうち、当該変更事項に係る書類を提出してくださ

い。 

3） 許可証の写し 

交付された人工衛星等の打上げ許可証の写しを提出してください。 

 

変更の許可がなされたならば、その旨の通知が行われます。その場合は、新たな許可証が

再交付されますので、既に交付された許可証を返納してください。 

 

 変更の届出  

次の事項のうち、いずれかを変更しようとするたときは、変更の届出が必要です。 

・ 打上げ実施者の氏名又は名称及び住所 

・ 人工衛星の打上げ用ロケットの型式、機体の名称及び号機番号 

・ 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の名称 

・ 人工衛星等の打上げに係る業務を行う役員又は使用人の氏名 

・ 法第 5条に定める欠格事由の該当有無 

・ 3.3.1項の許可の申請が必要な事項のうち、実質的な変更を伴わないもの 

 

変更の届出には、以下に示す書類を提出する必要があります（規則第 9条第 4項）。 

1） 変更の許可申請書 

2） 当該変更事項に係る書類 

3） 許可証の写し 
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1） 変更届出書 

変更に係る事項を記載した届出書（様式第 4）を提出してください。 

2） 変更事項に係る書類 

3.1.2項Ⅰ及び、Ⅱ及びⅢの各書類のうち、変更事項に係る書類を提出してくださ

い。 

3） 許可証の写し 

交付された人工衛星等の打上げ許可証の写しを提出してください。 

 

変更の届出の場合は、新たな許可証は再交付されませんので、既に交付された許可証の返

納は不要です。 

 

  

1） 変更届出書 

2） 変更事項に係る書類 

3） 許可証の写し 
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 承継関係  

 
 

承継の認可を受け、ロケット打上げ計画（ロケット打上げ計画を実行する体制を除く。）

【人工衛星等の打上げに係る許可等】 

法第十条（承継） 

打上げ実施者が第四条第一項の許可を受けた人工衛星等の打上げに係る事業の譲渡を

行う場合において、譲渡人及び譲受人があらかじめ当該譲渡及び譲受けについて内閣府

令で定めるところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、譲受人は、打上げ実施者

のこの法律の規定による地位を承継する。 

２ 打上げ実施者である法人が合併により消滅することとなる場合において、あらかじめ

当該合併について内閣府令で定めるところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、

合併後存続する法人又は合併により設立された法人は、打上げ実施者のこの法律の規定

による地位を承継する。 

３ 打上げ実施者である法人が分割により第四条第一項の許可を受けた人工衛星等の打上

げに係る事業を承継させる場合において、あらかじめ当該分割について内閣府令で定め

るところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、分割により当該事業を承継した法

人は、打上げ実施者のこの法律の規定による地位を承継する。 

４ 第五条及び第六条（第三号（ロケット打上げ計画を実行する能力に係る部分に限る。）

に係る部分に限る。）の規定は、前三項の認可について準用する。 

５ 打上げ実施者が第四条第一項の許可を受けた人工衛星等の打上げに係る事業の譲渡を

行い、又は打上げ実施者である法人が合併により消滅することとなり、若しくは分割に

より当該事業を承継させる場合において、第一項から第三項までの認可をしない旨の処

分があったとき（これらの認可の申請がない場合にあっては、当該事業の譲渡、合併又

は分割があったとき）は、同条第一項の許可は、その効力を失う。 

 

規則第十条（打上げ実施者の地位の承継の認可の申請） 

法第十条第一項の認可を受けようとする者は、様式第五による申請書に、次に掲げる

書類及び譲渡人に係る第五条第四項の許可証の写しを添えて、内閣総理大臣に提出しな

ければならない。 

２ 法第十条第二項の認可を受けようとする者は、様式第六による申請書に、次に掲げる

書類及び被承継者に係る第五条第四項の許可証の写しを添えて、内閣総理大臣に提出し

なければならない。 

３ 法第十条第三項の認可を受けようとする者は、様式第七による申請書に、次に掲げる

書類及び被承継者に係る第五条第四項の許可証の写しを添えて、内閣総理大臣に提出し

なければならない。 
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に変更が生じる場合においては、変更の許可の申請又は届出が必要です。 

 

 譲渡  

打上げ実施者が人工衛星等の打上げに係る事業の譲渡を行おうとする場合は、以下に示

す書類を提出する必要があります（規則第 10条第 1項）。 

 

 

 

 合併  

打上げ実施者である法人が合併により消滅することとなる場合において、合併後存続す

る法人又は合併により設立される法人に人工衛星等の打上げに係る事業の承継を行おうと

する場合は、以下に示す書類を提出する必要があります（規則第 10条第 2項）。 

 

 

 

1） 認可申請書（様式第五） 

2） 譲受人に係る規則第五条第二項第一号に掲げる書類（申請者に係る書類） 

3）2） 譲受人が当該ロケット打上げ計画を実行する十分な能力を有していることを明

らかにする書類（ロケット打上げ計画を実行する体制に係る書類） 

4）3） 譲渡及び譲受けに関する契約書の写し 

5）4） 譲渡人又は譲受人が法人である場合は、譲渡又は譲受けに関する株主総会若しく

は社員総会の決議録又は無限責任社員若しくは総社員の同意書又は譲渡若しくは譲受

けに関する意思の決定を証する書類 

6）5） 許可証の写し 

1） 認可申請書（様式第六） 

2） 合併の方法及び条件が記載された書類 

3） 合併後存続する法人又は合併により設立される法人に係る規則第五条第二項第一号ロ

に掲げる書類（申請者に係る書類） 

4）3） 合併後存続する法人又は合併により設立される法人が当該ロケット打上げ計画

を実行する十分な能力を有していることを明らかにする書類（ロケット打上げ計画を

実行する体制に係る書類） 

5）4） 合併契約書の写し及び合併比率説明書 

6）5） 合併に関する株主総会若しくは社員総会の決議録又は無限責任社員若しくは総

社員の同意書又は合併に関する意思の決定を証する書類 

7） 合併に関する株主総会若しくは社員総会の決議録又は無限責任社員若しくは総社員の

 

  


